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 川口市市民参加条例（案） 八王子市市民参加条例 西東京市市民参加条例 大和市市民参加推進条例 吉川市市民参画条例 
目的 （目的） 

第１条 この条例は、川口市自治基本条
例（平成２１年条例第６号。以下「自治
基本条例」という。）の規定に基づき、
市民の市政への参加のための基本的な
事項を定めることにより、本市における
市民参加を推進することを目的とする。 

（目的） 
第１条 この条例は、市民参加に関する
基本的な事項を定めることにより、市民
の市政への参加を推進することを目的
とする。 

（目的） 
第１条 この条例は、地方自治の本旨に
基づき、西東京市（以下「市」という。）
の市政運営における市民参加の基本的
な事項を定めるとともに、市民と市の役
割を明らかにすることによって相互の
協働によるまちづくりを推進し、もって
地域社会の発展を図ることを目的とす
る。 

(目的) 
第 1条 この条例は、大和市自治基本条
例(平成 16 年大和市条例第 16 号。以下
「自治基本条例」という。)第 18条第 4
項の規定に基づき、市民参加に関する基
本的な事項を定め、その推進を図ること
により、自治の進展に資することを目的
とする。 

(目的) 
第 1条 この条例は、吉川市の市政運営
における市民参画の基本的な事項を定
めることにより、市民参画の推進を図
り、それによって市民と市との協働によ
るまちづくりを進めることを目的とし
ます。 

定義 （定義） 
第２条 この条例において、次の各号に
掲げる用語の定義は、当該各号に定める
ところによる。 
（１）市民 市内に在住、在勤若しくは
在学する者又は公益を目的として市内
で活動する者（法人を除く。）をいう。 
（２）市民参加 市政の運営に対して、
自ら意見を表明し市政に参加すること
をいう。 
（３）執行機関 市長、教育委員会、選
挙管理委員会、公平委員会、監査委員、
農業委員会、固定資産評価審査委員会、
水道事業管理者、病院事業管理者をい
う。 
（４）自治 市政の主権者である市民
が、市民として幸せに暮らせる地域社会
を築くことをいう。 
（５）意見聴取 市が事業を行うにあた
って市民の意見を聴取することをいう。 
（６）意見提出 市の事業にかかわら
ず、市民が市政に対する意見を提出する
ことをいう。 
 
 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に
掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号
に定めるところによる。 
(１) 市民 市内に在住、在勤又は在学
する個人並びに市内に事務所又は事業
所を有する個人及び法人その他の団体
をいう。 
(２) 市民参加 政策の立案、実施及び
評価の一連の過程において、市民が市政
にかかわることをいう。 
(３) 実施機関 市長、教育委員会、選
挙管理委員会、公平委員会、監査委員、
農業委員会及び固定資産評価審査委員
会をいう。 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に
掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号
に定めるところによる。 
(１) 市民参加 市の政策立案、施策運
営等に当たって、広く市民の意見を反映
させるとともに、市民と市との協働によ
るまちづくりを推進することを目的と
して、市民が市政に参加することをい
う。 
(２) 市民 市内に在住、在勤、在学す
る個人及び市内に事務所又は事業所を
有する法人その他の団体をいう。 
(３) 協働 市民と市がそれぞれの果た
すべき役割を自覚し、信頼関係を築くと
ともに相互に補完し、協力することをい
う。 
(４) 附属機関等 地方自治法（昭和 22
年法律第 67号）第 138条の４第３項の
規定により設置する審議会等及び市の
政策立案、施策運営等について意見交
換、提言等を行うため、要綱等により設
置する懇談会等をいう。 
(５) 市民活動 市民の自発的参加によ
って行われる不特定多数の者の利益そ
の他地域社会の利益を追求する活動を
いう。 
(６) 実施機関 市長及び教育委員会を
いう。 

 (定義) 
第 2条 この条例において、次の各号に
掲げる用語の意義は、当該各号に定める
ところによる。 
(1) 市民 自治基本条例第 3 条第 1 号
に規定する市民をいう。 
(2) 執行機関 自治基本条例第3条第 2
号に規定する執行機関をいう。 
(3) 市民参加 執行機関が行う政策の
形成、執行、評価及び政策の形成への反
映(以下「政策形成等」という。)の過程
に市民が主体的に参加することをいう。
(4) 審議会等 地方自治法(昭和 22 年
法律第 67号)第 138条の 4第 3項に規定
する附属機関(以下「附属機関」という。)
及びこれに類するもの(以下「附属機関
に類するもの」という。)をいう。 
(5) 意向調査 執行機関が政策形成等
に当たり、広く市民の意識を把握するた
めに、調査項目を設定して一定期間内に
市民から回答を求めることをいう。 
(6) 意見交換会 執行機関が政策形成
等に当たり、広く市民の意見を直接聴く
必要がある場合に、市民と執行機関及び
市民同士が議論することを目的として
開催する集まりをいう。 
(7) 意見公募手続 執行機関が政策形
成等に当たり、その案その他必要な事項
を公表して広く市民の意見を募集し、そ
れらの意見及び当該意見に対する執行
機関の考え方を公表する一連の手続を
いう。 

 (言葉の意義) 
第 2条 この条例において、次の各号に
掲げる言葉の意義は、それぞれの各号に
定めるとおりとします。 
(1) 市民参画 市の施策の立案や実施
などに当たって、市民が自己の意思を反
映させるよう意見を述べ、提案を行い、
市民と市が協働して取り組むことによ
り、市民が市政に参画することをいいま
す。 
(2) 協働 市民と市がそれぞれの役割
と責任を自覚し、互いに尊重し、補完
し、協力することをいいます。 
(3) 市民活動 市民の自主的な参加に
よって行われる不特定多数の者の利益
その他地域社会の利益のために行う活
動をいいます。 
(4) 審議会 地方自治法(昭和 22 年法
律第 67号。以下「法」といいます。)第
138条の 4第 3項の規定により設置する
審議会などと市の施策の立案や実施な
どについて提言を行うため要綱などに
より設置する懇談会などをいいます。 
(5) 市民説明会 市の機関が開催する
説明会、意見交換会、公聴会、フォーラ
ムなどをいいます。 
(6) 市の機関 市長、教育委員会、選挙
管理委員会、公平委員会、監査委員、農
業委員会、固定資産評価審査委員会と水
道事業管理者をいいます。 

基本原則   （基本原則） 
第３条 市民参加の基本原則は、次のと
おりとする。 
(１) すべての市民が参加することがで
きるものとする。 
(２) 市民の自主性を尊重して行うもの
とする。 
(３) 市民と市が対等の立場でお互いの
役割を理解し、尊重しながら行うものと
する。 
(４) 市民と市との情報の共有により行
うものとする。 

(基本原則) 
第 3条 市民参加は、市民と執行機関が
情報を共有すること、市民が意見を述
べ、又は提案する機会が確保されること
及び市民が述べた意見等に対する検討
の結果が明らかにされることにより行
うものとする。 
2 市民参加は、市民と執行機関がお互
いの立場を理解し、尊重して行うものと
する。 
3 市民参加は、政策形成等のできるだ
け早い時期から行うものとする。 

(市民参画の基本原則) 
第 3条 市民参画は、市民の自主性が尊
重されるとともに、すべての市民が参画
できるものとします。 
2 市民参画は、市民と市の市政に関す
る情報の共有により行われなければな
りません。 
3 市民参画は、市民と市がまちづくり
の協働のパートナーとして、相互の役割
と責任を理解し、尊重しながら行われな
ければなりません。 
 

市民の役割 （市民の役割） 
第３条 市民は、主権者として自ら、自
治の主体としての自覚を持ち、市政に参
加するよう努めなければならない。 

（市民の責務） 
第４条 市民は、責任と自覚を持って市
民参加するよう努めるものとする。 
２ 市民は、互いの立場を尊重し市民参

（市民の役割） 
第４条 市民は、まちづくりにおける自
らの立場を自覚し、積極的な市民参加に
努めるものとする。 

(市民の責務) 
第 4条 市民は、自らの発言と行動に責
任を持って市民参加を行わなければな
らない。 

(市民の役割) 
第 4条 市民は、まちづくりの主体とし
て、自らの発言と行動に責任を持って市
民参画を行うよう努めるものとします。 
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２ 市民は、市民参加にあたって、互い
に助け合い、互いの権利及び利益を尊重
しなければならない。 
３ 市民は、市民参加にあたって、その
権利を濫用してはならず、常に自治の実
現のために行使するものであることを
認識しなければならない。 

加するよう努めるものとする。 ２ 市民は、市民相互の自由な発言を尊
重し、主体的かつ民主的な市民参加に努
めるものとする。 
３ 市民は、市民活動の促進を図るとと
もに、市政に対する関心を自ら高めるよ
う努めるものとする。 

2 市民は、市民相互の自由な発言を尊
重しなければならない。 
 

2 市民は、特定の個人や団体の利益で
はなく、市民全体の利益を考慮して市民
参画を行うよう努めるものとします。 
3 市民は、市政への関心を高めるとと
もに、市民活動に関して理解を深め、促
進するよう努めるものとします。 
 

市の役割 （執行機関の役割） 
第４条 執行機関は、市民参加の推進に
あたって、市政の運営に関する情報を積
極的に提供するよう努めなければなら
ない。 
２ 執行機関は、市民参加の推進にあた
って、個人の権利及び利益が侵害される
ことのないよう個人情報の保護に努め
なければならない。 
３ 執行機関は、市民参加の推進にあた
って、市民に公平かつ誠実に対応しなけ
ればならない。 
 

（市の責務） 
第３条 市は、市民参加を基本とした市
政運営を行うものとする。 
２ 市は、市民参加しやすい環境を整備
するものとする。 
３ 市は、市政に関する情報を市民に分
かりやすくかつ積極的に公表し、又は提
供するとともに、市民に対する説明責任
を果たすものとする。 

（市の役割） 
第５条 市は、市民が自ら市政について
考え行動することができるよう、市政に
関する情報の公開に努めるものとする。
２ 市は、市政運営における市民参加の
機会を積極的に提供するとともに、市民
の意向を的確に把握し、施策へ反映させ
るよう努めるものとする。 
３ 市は、施策の実施結果について、市
民に対し、適切な方法により説明するよ
う努めるものとする。 
４ 市は、市民活動の促進を図るため、
適正な支援を行うよう努めるものとす
る。 
５ 市は、市民参加の継続的な発展に向
けて、創意工夫に努めるものとする。 

(執行機関の責務) 
第 5条 執行機関は、市民に積極的に情
報を提供し、市民参加の推進に努めなけ
ればならない。 
2 執行機関は、市民が参加しやすい市
民参加の機会を積極的かつ公平に提供
しなければならない。 
3 執行機関は、市民参加の手続により
述べられた意見等を十分考慮し、その反
映に努めなければならない。 
4 執行機関は、市民参加の手続により
述べられた意見等に対する検討の結果
について、わかりやすく説明しなければ
ならない。 
5 執行機関は、市民が年齢、障害の有
無、国籍等にかかわりなく市民参加の機
会を得ることができるよう努めなけれ
ばならない。 

(市の役割) 
第 5条 市は、まちづくりの主体である
市民に対し、市民参画の機会を積極的に
設けるとともに、説明責任を果たすよう
努めなければなりません。 
2 市は、市政に関する情報を公平、的
確かつ迅速に提供し、市民と情報を共有
するよう努めなければなりません。 
3 市は、市民の意向を把握し、市の施
策へ反映させるよう努めなければなり
ません。 
4 市は、市民との協働によるまちづく
りを進めるため、市民活動に協力し、促
進を図るよう努めなければなりません。 
 

（意見聴取の方法） 
第５条 意見聴取の方法は次のとおり
とする。 
（１）パブリック・コメント手続 
（２）懇談会、説明会（以下、「懇談会
等」とする） 
（３）アンケート調査 
（４）附属機関等の会議 
 
 

（市民参加の方法） 
第５条 この条例における市民参加の
方法は、次のとおりとする。 
(１) パブリックコメント手続（政策の
立案に当たり、実施機関が、事前にその
趣旨、内容その他必要な事項を公表し、
市民に意見を求め、政策を意思決定する
とともに、提出された意見とそれに対す
る市の考え方を公表する手続をいう。以
下同じ。）の実施 
(２) 審議会等（法令、条例等に基づき
設置された審議会、協議会等をいう。以
下同じ。）の開催 
(３) 市民会議（会議に参加した市民自
身が会議を運営し、報告書、計画書、条
例素案等を作成するための会議をい
う。）の開催 
(４) ワークショップ（市民と市又は市
民と市民が、議論し、また、実際に体験
することで、互いの理解を深めるグルー
プによる学びと創造の方法をいう。）の
実施 
(５) 公聴会、説明会の開催 
(６) アンケート調査、聞き取り調査そ
の他の広聴活動 

(市民参加の手続の方法等) 
第 7条 執行機関は、前条第 1項の規定
により市民参加の手続を行うときは、適
切な時期に次に掲げる方法のうちか
ら、適切と認める 1以上の方法により行
わなければならない。 
(1) 審議会等の設置 
(2) 意向調査の実施 
(3) 意見交換会等(意見交換会、公聴会
等をいう。以下同じ。)の開催 
(4) 意見公募手続の実施 
 

(市民参画手続) 
第 6 条 市民参画の手続(以下「市民参
画手続」といいます。)は、次の各号に
掲げるとおりとし、その方法は、それぞ
れの各号に定めるとおりとします。 
(1) 審議会手続 市の審議会に応募
し、委員として発言する方法 
(2) パブリック・コメント(「意見公募」
と言い換えることができます。)手続 
市の機関が作成した施策の原案につい
て、書面などにより広く意見を述べる方
法 
(3) 市民説明会手続 市民説明会で広
く意見を述べたり、意見を交換したりす
る方法 
(4) ワークショップ手続 市民と市、市
民同士が、相互に議論することにより案
を作り上げていく方法 
(5) 住民投票手続 市民の意思を投票
により表明する方法 
 

参加の方法 

２ 執行機関は、前項に定めるもののほ
か、より効果的な市民参加の方法を調査
及び開発し、これを積極的に用いるよう
努めるものとする。 

（その他の参加方法） 
第 10 条 実施機関は、政策の立案、実
施及び評価の一連の過程において、第５
条各号に定めるもののほか、より効果的
と認められる参加方法がある場合に
は、これを積極的に用いるよう努めるも
のとする。 

 
第６条 実施機関は、法令に特別の定め
がある場合を除くほか、次の各号に掲げ
る計画、条例等の案の策定の過程（以下
「政策形成過程」という。）において、
次節から第７節までに定める市民参加
の手続（以下「市民参加手続」という。）
のうち１以上を設定し、実施することに
より、市民の意見を市政に反映させるも
のとする。ただし、緊急その他やむを得
ない理由があるときは、この限りでな
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (調査研究) 
第 30 条 市は、市民参画の推進に関す
る施策の策定に必要な事項や方法の調
査研究を行うものとします。 
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（意見聴取の対象） 
第６条 意見聴取の対象は次のとおり
とする。 
（１）市の方向性・基本方針を定めるも
の 
（２）各行政分野の方向性・基本方針を
定めるもの 
（３）市民生活や事業活動に重大な影響
を与えるもの 
（４）市民に義務を課し又は権利を制限
するもの 
 
 
 

（立案過程における市民参加） 
第６条 実施機関は、次の各号に掲げる
計画、条例等の案の立案過程において、
前条各号に定める市民参加の方法（以下
「参加方法」という。）のうち、より適
切なものを効果的に行うものとする。 
(１) 市の基本構想、基本計画その他施
策の基本的な事項を定める計画の策定
又は変更 
(２) 市政に関する基本方針を定め、市
民の生活若しくは事業活動に直接かつ
重大な影響を与え、又は市民に義務を課
し、若しくは市民の権利を制限すること
を内容とする条例の制定又は改廃 
(３) 大規模な公共施設の設置に係る計
画等の策定又は変更 
(４) 前３号に掲げるもののほか、実施
機関が必要と認めるもの 
 

(市民参加の手続の対象) 
第 6条 執行機関は、次に掲げる事項(以
下「対象事項」という。)を実施しよう
とするときは、市民参加の手続を行わな
ければならない。 
(1) 総合計画(地方自治法第 2条第 4項
に規定する基本構想及びこれを具体化
するための計画をいう。)及び市の基本
的な事項を定める計画等の策定又は変
更 
(2) 市の基本的な方針を定める条例又
は市民に義務を課し、若しくは権利を制
限することを内容とする条例の制定又
は改廃 
(3) 広く市民の公共の用に供される施
設の設置に係る計画等の策定又は変更 
(4) 市民生活に大きな影響を及ぼす制
度の導入又は改廃 
(5) 市民生活に大きな影響を及ぼす事
業の計画の策定又は変更 
 

(市民参画手続の対象) 
第7条 市民参画手続の対象となる事項
は、次のとおりとします。 
(1) 総合振興計画などの市の基本的な
政策を定める計画やそれぞれの行政分
野における施策の基本的な事項を定め
る計画の策定 
(2) 市の基本的な方向性などを定める
憲章、宣言などの策定 
(3) 市政に関する基本方針を定めるこ
とを内容とする条例の制定、改正や廃止 
(4) 市民に義務を課したり、権利を制限
したりすることを内容とする条例の制
定、改正や廃止 
(5) 市民生活に重大な影響を与える制
度の導入、改正や廃止 
(6) 広く市民に利用される建物などの
建設についての基本的な計画の策定や
変更 
(7) 前各号に掲げるもののほか、特に市
民参画手続を実施することが必要と認
められるもの 

参加の対象 

２ 執行機関は、前項の規定にかかわら
ず、次の各号のいずれかに該当するもの
については、意見聴取を要しないものと
する。 
（１）迅速又は緊急を要するもの 
（２）警備なもの又は裁量の余地のない
もの 
（３）法令その他の規定により、基準が
定められているもの 
（４）地方自治法第７４条第１項の規定
による直接請求により議会に付議する
もの 
（５）市税の賦課徴収その他金銭の徴収
に関するもの 
（６）執行機関内部の事務処理に関する
もの 
 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号
のいずれかに該当するものは、市民参加
を要しないものとする。 
(１) 緊急に行う必要があるもの 
(２) 法令の規定により実施の基準が定
められており、当該基準に基づき行うも
の 
(３) 市税の賦課徴収その他金銭の徴収
に関するもの 
(４) 実施機関内部の事務処理に関する
もの 
(５) 軽易なもの 
３ 前項第１号の規定により市民参加
の対象としなかったときは、その理由を
公表しなければならない。 

2 執行機関は、前項の規定にかかわら
ず、次の各号のいずれかに該当すると認
めるときは、市民参加の手続を行わない
ことができる。 
(1) 軽微なもの 
(2) 緊急に行わなければならないもの 
(3) 法令の規定により実施の基準が定
められており、その基準に基づいて行う
ことにより、政策的な判断を伴わないも
の 
3 執行機関は、前項の規定により市民
参加の手続を行わないこととしたもの
については、その理由を公表しなければ
ならない。 
4 執行機関は、対象事項以外のものに
ついても、積極的に市民参加の手続を行
うよう努めるものとする。 

2 前項第 1号から第 6号までの規定に
かかわらず、次の各号のいずれかに該当
するものは、市民参画手続の対象としな
いことができます。 
(1) 市税の賦課徴収その他金銭の徴収
に関するもの 
(2) 法令の規定により実施の基準が定
められており、その基準に基づき行うも
の 
(3) 関係法令の改正に伴う簡易なもの
など政策的な判断をしなくてよいもの 
(4) 市の機関の内部にのみ適用される
もの 
(5) 緊急を要するもの 
3 市の機関は、前項第 5 号の規定によ
り市民参画手続を実施しなかった場合
は、事後速やかにその理由を公表するも
のとします。 
 

参加の実施 （意見聴取の実施） 
第７条 執行機関は、第５条の規定によ
り意見聴取の方法を実施するときは、１
以上の適切な方法により実施するもの
とする。 
２ 前項の場合において、執行機関は、
より多くの市民の意見を求める必要が
あると認めるときは、複数の意見聴取の
方法を併用するよう努めるものとする。 
 
 
 
 
 
 

（実施及び評価過程における市民参加）
第７条 実施機関は、前条第１項各号に
掲げる計画、条例等が策定された後、そ
の実施及び評価の過程においても、参加
方法のうち、より適切なものを効果的に
行うものとする。 

 
(１) 総合計画等の市の基本的政策を定
める計画、個別行政分野における施策の
基本方針その他の基本的な事項を定め
る計画の策定 
(２) 市の基本的な方向性等を定める憲
章、宣言等の策定 
(３) 市の基本的な条例の制定改廃に係
る案の策定 
(４) 市民の生活又は事業活動に直接か
つ重大な影響を与える条例の制定改廃
に係る案の策定 
(５) 市民に義務を課し、又は権利を制
限する条例の制定改廃に係る案の策定 
(６) 前各号に掲げるもののほか、特に
市民参加手続を経ることが必要と認め
られるもの 
 
 
 
 
 
 
２ 前項第３号から第５号までの規定
にかかわらず、金銭徴収に関する条項又
は関係法令の改正に伴う簡易なもの等
政策的な判断を要しない条項について
は、市民参加手続を設定しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 第１項の場合において、実施機関
は、より多くの市民の意見を反映させる
必要があると認めるときは、積極的に複
数の市民参加手続を併用するよう努め
るものとする。 
４ 実施機関は、第１項ただし書の規定
により市民参加手続を設定しないとき
は、その理由を公表し市民の理解を得る
よう努めるものとする。 

2 執行機関は、対象事項のうち、特に
市民への影響が大きいと認めるものを
実施しようとするときは、前項各号に掲
げる方法のうちから、意見交換会の開催
を含む 2以上の方法により、市民参加の
手続をそれぞれ適切な時期に行わなけ
ればならない。 
3 執行機関は、前条第 1項第 4号に掲
げる事項を実施しようとする場合にお
いて、規則、審査基準(行政手続法(平成
5年法律第 88号)第 2条第 8号ロに規定
する審査基準をいう。)、処分基準(同号
ハに規定する処分基準をいう。)又は行
政指導指針(同号ニに規定する行政指導
指針をいう。)の制定又は改廃をしよう
とするときは、前 2項の規定により行う

2 市の機関は、次条第 1 項各号に掲げ
る事項を行おうとするときは、前項第 1
号から第4号までに定める市民参画手続
のうち 1つ以上を実施することにより、
市民の意見を市政に反映させるものと
します。 
3 市の機関は、より多くの市民の意見
を求める必要があると認めるときは、複
数の市民参画手続を併せて実施するよ
う努めなければなりません。 
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市民参加の手続の方法に、意見公募手続
の実施を含めなければならない。 
4 執行機関は、対象事項を実施しよう
とする場合において、市民以外の者であ
って、当該事項について利害関係を有す
るものがあるときは、その者に対して、
第 1項に掲げる方法により、市民参加の
手続を行うよう努めるものとする。 

   第５条 
２ 市は、市政運営における市民参加の
機会を積極的に提供するとともに、市民
の意向を的確に把握し、施策へ反映させ
るよう努めるものとする。 

第５条 
3 執行機関は、市民参加の手続により
述べられた意見等を十分考慮し、その反
映に努めなければならない。 
 

(意見の検討) 
第 10 条 市の機関は、市民参画手続を
行った場合は、提出された意見を総合的
かつ多面的に検討しなければなりませ
ん。 
 
第５条 
3 市は、市民の意向を把握し、市の施
策へ反映させるよう努めなければなり
ません。 

 ３ 前２項の場合において、当該意見聴
取による市民の意見又は提案を施策の
決定に反映させることができる適切な
時期に、これを公表しなければならな
い。 

   (実施時期) 
第 9条 市の機関は、対象とする事項の
性質や影響、市民の関心度を考慮して、
適切な時期に市民参画手続を実施する
ものとします。 

公表 （意見聴取結果の公表） 
第８条 執行機関は、意見聴取の規定に
基づき市民から表明された意見につい
ては、これに対する考え方及びその対応
の結果を公表するよう努めなければな
らない。 
 

  (市民参加の手続の実施予定及び実施状
況の公表) 
第 8条 市長は、毎年度、その年度にお
ける市民参加の手続の実施予定及び前
年度における市民参加の手続の実施状
況を取りまとめ、これを公表する。 

(市民参画手続の公表) 
第8条 市民参画手続に関する事項を公
表するときは、次に掲げる方法のうち全
部又は一部の方法により行うものとし
ます。 
(1) 担当窓口での供覧又は配布 
(2) 市の広報紙への掲載 
(3) 市の公式ホームページへの掲載 
(4) 前 3号に掲げるもののほか、効果的
に周知できる方法 
 

 


